
 

 

 

核燃料物質の使用等に関する規則等の改正案及び意見公募の実施 

 

令和 5 年 3月 22 日 

原 子 力 規 制 庁 

 

1．趣旨  

本議題は、非該当使用施設1の許認可に係る申請において、申請者に保安のための

業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する説明書等の添付を求めないこと

とするため、核燃料物質の使用等に関する規則（昭和 32 年総理府令第 84 号。以下

「使用規則」という。）及び令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準

（原規規発第 2112156 号。以下「審査基準」という。）の改正案並びに意見公募の

実施の了承について諮るものである。 

  

2．経緯  

  令和 4 年度第 50 回原子力規制委員会（令和 4 年 11 月 9 日、参考 1）において、

3条改正に係る許認可における不適合事案を踏まえた改善活動を報告した。その際、

改善活動の一つとして非該当使用施設に係る使用変更許可（承認）申請について、

保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準として要求する事項が限定

的2であり、添付書類四3がなくとも申請書本文をもって適合性を判断できているこ

とから、添付書類四を廃止することを報告した。 

 

3．改正案の内容  

  非該当使用施設の許認可（使用（変更）許可（承認）、合併分割認可及び廃止措

置計画（変更）認可）に係る申請において、保安のための業務に係る品質管理に必

要な体制の整備に関する説明書等の添付を廃止するよう、別紙 1のとおり、使用規

則を改正する。またこれに併せて別紙 2 のとおり、審査基準を改正する。併せて誤

字脱字等の記載の適正化を行う。これらの改正案について、その内容を了承いただ

きたい。 

 

 
1 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律施行令（昭和 32 年政令 324 号）第 41 条で定める核燃料物質を使用

しない使用施設 
2 原子力施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の基準に関する規則（令和 2 年原子力規制委員会規則第 2 号）

第 54 条において、非該当使用施設の使用者に関する特例が定められており、品質管理に必要な体制として、使用者が個別業務

に関する継続的な改善、計画的な実施及び評価並びにこれに関する記録の作成及び管理を実施すること、また、原子力の安全

確保の重要性を認識し、原子力の安全がそれ以外の事由により損なわれないようにすることが定められている。 
3 使用規則第 2 条第 2 項第 4 号の変更後における使用施設等の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備に関する

説明書 
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4．意見公募の実施  

 別紙 1、2の改正案は行政手続法（平成 5 年法律第 88 号）の命令等に該当するた

め、行政手続法第 39 条第 1 項に基づく意見公募を実施することを了承いただきた

い。 

 

 実施期間：令和 5 年 3月 23 日（木）から 4月 21 日（金）まで（30 日間） 

 実施方法：電子政府の総合窓口（e-Gov）及び郵送 

 

5．今後の予定  

意見公募実施後、原子力規制委員会へ意見公募結果を報告する。提出意見への考

え方の了承、並びに規則改正案及び審査基準改正案の決定の後、改正規則の官報公

布日に施行する。 

 

6．別紙及び参考  

別紙 1 核燃料物質の使用等に関する規則の一部を改正する規則（案） 

別紙 2 令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準の一部改正につい

て（案） 

参考 1 令和 4 年度第 50 回原子力規制委員会資料 2（抜粋）（3 条改正に係る許認

可における不適合事案を踏まえた改善活動） 

参考 2 使用規則（抜粋） 
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（
案
） 

○
原
子
力
規
制
委
員
会
規
則
第 

 
 

号 

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
第
五
十

五
条
第
一
項
、
第
五
十
五
条
の
三
第
一
項
、
第
五
十
七
条
の
五
第
二
項
、
第
五
十
七
条
の
五
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替

え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
二
条
の
六
第
三
項
、
第
五
十
七
条
の
六
第
二
項
及
び
第
五
十
七
条
の
六
第
四
項
に
お
い
て
読

み
替
え
て
準
用
す
る
同
法
第
十
二
条
の
七
第
四
項
を
実
施
す
る
た
め
、
並
び
に
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子

炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
三
百
二
十
四
号
）
第
三
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き

、
核
燃
料
物
質
の
使
用
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

令
和 

 

年 
 

月 
 

 

日 

原
子
力
規
制
委
員
会
委
員
長 

山
中 

伸
介 

核
燃
料
物
質
の
使
用
等
に
関
す
る
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
規
則 

核
燃
料
物
質
の
使
用
等
に
関
す
る
規
則
（
昭
和
三
十
二
年
総
理
府
令
第
八
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す

る
。 

別
紙
１ 
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次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
を
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る

規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
、
改
正
前
欄
及
び
改
正
後
欄
に
対
応
し
て
掲
げ
る
そ
の
標
記
部
分
に
二
重

傍
線
を
付
し
た
規
定
（
以
下
「
対
象
規
定
」
と
い
う
。
）
は
、
当
該
対
象
規
定
全
体
を
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
も
の
の
よ

う
に
改
め
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
後
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ

を
削
り
、
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
対
象
規
定
で
改
正
前
欄
に
こ
れ
に
対
応
す
る
も
の
を
掲
げ
て
い
な
い
も
の
は
、
こ
れ
を

新
た
に
追
加
す
る
。 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

後 

改 
 
 
 
 
 
 

正 
 
 
 
 
 
 

前 

（
核
燃
料
物
質
の
使
用
の
許
可
の
申
請
） 

第
一
条
の
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
添
付
す
べ
き
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
三
百
二
十
四

号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
三
十
八
条
第
二
項
の
原
子
力
規
制
委
員
会

規
則
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
た
だ
し
、

第
二
号
及
び
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核

燃
料
物
質
を
使
用
す
る
場
合
に
限
り
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

一
～
六 

（
略
） 

３
・
４ 

（
略
） 

（
核
燃
料
物
質
の
使
用
の
許
可
の
申
請
） 

第
一
条
の
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
添
付
す
べ
き
核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉

の
規
制
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十
二
年
政
令
第
三
百
二
十
四

号
。
以
下
「
令
」
と
い
う
。
）
第
三
十
八
条
第
二
項
の
原
子
力
規
制
委
員
会

規
則
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
た
だ
し
、

第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
を

使
用
す
る
場
合
に
限
り
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

一
～
六 
（
略
） 

３
・
４ 

（
略
） 
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（
変
更
の
許
可
の
申
請
） 

第
二
条 
（
略
） 

２ 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
、
第
三
号
又
は
第
七
号
か
ら
第
十
号
ま
で

に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
に
係
る
令
第
四
十
条
の
許
可
の
申
請
書
に
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
二
号
及

び
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質

を
使
用
す
る
場
合
に
限
り
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

一
～
四 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

  

（
合
併
及
び
分
割
の
認
可
の
申
請
） 

第
二
条
の
十 

法
第
五
十
五
条
の
三
第
一
項
の
合
併
又
は
分
割
の
認
可
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
書
類
を
添
付
し
て
、
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
た
だ
し
、
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る

核
燃
料
物
質
を
使
用
す
る
場
合
に
限
り
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

一
～
七 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

  

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三 

（
略
） 

  

（
変
更
の
許
可
の
申
請
） 

第
二
条 

（
略
） 

２ 

法
第
五
十
二
条
第
二
項
第
二
号
、
第
三
号
又
は
第
七
号
か
ら
第
十
号
ま
で

に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
に
係
る
令
第
四
十
条
の
許
可
の
申
請
書
に
は
、
次
の

各
号
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
二
号
に

掲
げ
る
書
類
は
、
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
を
使
用
す
る

場
合
に
限
り
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

一
～
四 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

  

（
合
併
及
び
分
割
の
認
可
の
申
請
） 

第
二
条
の
十 

法
第
五
十
五
条
の
三
第
一
項
の
合
併
又
は
分
割
の
認
可
を
受
け

よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
一
に
よ
る
申
請
書
に
、
次
の
各
号
に
掲
げ

る
書
類
を
添
付
し
て
、
原
子
力
規
制
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。 

  

一
～
七 

（
略
） 

２ 
（
略
） 

  

（
廃
止
措
置
計
画
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三 
（
略
） 
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２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
、
第
八
号
及
び

第
十
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料

物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
に
限
り
、
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て

は
当
該
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
を
除
き
、
添
付
す
る
も
の
と

す
る
。 

 

一
～
九 

（
略
） 

 

十 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
説
明
書 

   

十
一 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

  

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三
の
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
前
条
第
一
項
第
三
号
か
ら
第
十
一
号
ま
で
に
掲
げ

る
事
項
の
変
更
に
伴
う
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
の
変
更

に
つ
い
て
、
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
同

条
第
二
項
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
、
第
八
号
及
び
第
十
号
に
掲
げ
る
書

類
に
つ
い
て
は
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て

い
た
場
合
に
限
り
、
同
条
第
二
項
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
当
該

核
燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
を
除
き
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
書
類
又
は
図
面
を
添
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
第
一
号
、
第
四
号
、
第
五
号
及
び
第
八
号
に

掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
令
第
四
十
一
条
各
号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
使

用
を
し
て
い
た
場
合
に
限
り
、
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
当
該
核

燃
料
物
質
の
使
用
を
し
て
い
た
場
合
を
除
き
、
添
付
す
る
も
の
と
す
る
。 

  

一
～
九 

（
略
） 

 

十 

廃
止
措
置
に
係
る
品
質
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム
（
令
第
四
十
一
条
各

号
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
を
使
用
し
な
い
者
に
あ
つ
て
は
、
品
質
管
理
基

準
規
則
第
五
十
四
条
第
一
項
第
一
号
に
定
め
る
措
置
）
に
関
す
る
説
明
書 

 

十
一 

（
略
） 

３ 

（
略
） 

  

（
廃
止
措
置
計
画
の
変
更
の
認
可
の
申
請
） 

第
六
条
の
三
の
二 

（
略
） 

２ 

前
項
の
申
請
書
に
は
前
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
う
ち
変
更
に
係

る
も
の
に
つ
い
て
説
明
し
た
資
料
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 
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３ 

（
略
） 

  

（
許
可
の
取
消
し
等
に
伴
う
措
置
） 

第
六
条
の
八 
（
略
） 

２ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄

に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え
る

も
の
と
す
る
。 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

第
六
条

の
三
の

二
第
二

項 

前
条
第
一
項
第
三
号
か

ら
第
十
一
号
ま
で 

第
六
条
の
八
第
一
項
に

お
い
て
準
用
す
る
前
条

第
一
項
第
三
号
か
ら
第

十
一
号
ま
で 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

   

３ 

（
略
） 

  

（
許
可
の
取
消
し
等
に
伴
う
措
置
） 

第
六
条
の
八 

（
略
） 

２ 

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
規
定
中
同
表
の
中
欄

に
掲
げ
る
字
句
は
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
字
句
に
読
み
替
え

る
も
の
と
す
る
。 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 

第
六
条

の
三
の

二
第
二

項 

前
条
第
二
項
各
号 

第
六
条
の
八
第
一
項
に

お
い
て
準
用
す
る
前
条

第
二
項
各
号 

（
略
） 

（
略
） 

（
略
） 
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   附  則  

 こ の 規 則 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  
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（案） 

 

改正 令和 年 月 日 原規規発第    号 原子力規制委員会決定 

 

 年 月 日 

 

原子力規制委員会 

 

 令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準の一部改正について 

 

 令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準（原規規発第 2112156 号）

の一部を、別表により改正する。 

 

附 則 

この規程は、核燃料物質の使用等に関する規則の一部を改正する規則（令和 5年原

子力規制委員会第〇号）の施行の日（令和 年 月 日）から施行する。 

 

  

別紙２ 
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別表 令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画の審査基準 新旧対照表 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 

Ⅲ．審査の基準 

１.（略） 

２.（略） 

３.申請書に添付する書類の記載事項に対する審査基準 

令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画に係る申請書には、使用規則第６条

の３第２項で定める以下の書類又は図面を添付することが求められている。 

（１）～（５）（略） 

（削る） 

 

以下、令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画に係る申請書の添付書類につ

いて、その記載事項ごとに審査における確認内容を示す。 

 

（１）～（５）（略） 

（削る） 

 

 

Ⅲ．審査の基準 

１.（略） 

２.（略） 

３.申請書に添付する書類の記載事項に対する審査基準 

令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画に係る申請書には、使用規則第６条

の３第第２項で定める以下の書類又は図面を添付することが求められている。 

（１）～（５）（略） 

（６） 廃止措置に係る品質管理（継続的改善）に関する説明書 

 

以下、令第 41 条非該当使用施設等の廃止措置計画に係る申請書の添付書類につ

いて、その記載事項ごとに審査における確認内容を示す。 

 

（１）～（５）（略） 

（６） 廃止措置に係る品質管理（継続的改善）に関する説明書 

・使用規則第６条の３第２項第 10 号 

個別業務に関し、継続的な改善を計画的に実施し、評価していることについ

て、以下の事項が示されていること。 

１） 原子力の安全確保を目的としていること。 

２） 廃止措置対象施設における保安活動を適用範囲としていること。 

３） 廃止措置期間中における個別業務について、改善策を立て、実施し、その

結果を評価して必要があれば更なる改善を行うことを実施内容としている

こと。 

-12-



   

3 
 

なお、廃止措置期間中においても、許可を受けたところにより同号に定める

措置を講ずる場合は、その旨が示されていればよい。 
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